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めて開設した、障がい者専用のスポーツ施設

です。  

 これまで、専門性の高い指導員を配置して

スポーツ指導に当たるほか、各種スポーツ教

室や競技大会の開催、スポーツクラブやボラ

ンティアの育成等にも先駆的に取り組み、平

成９年に開設した舞洲障がい者スポーツセ

ンターとともに、全国の障がい者スポーツの

発展を牽引してまいりました。  

 今回、２０２０東京パラリンピック競技大

会が開催されるなど、障がい者スポーツへの

関心が高まる中、本市においても障がい者ス

ポーツをより一層振興していく必要があり

ます。  

 長居障がい者スポーツセンターは、開設か

ら４７年が経過し、老朽化が進んでいる中、

今後も拠点施設としての役割を果たしてい

くため、先日の戦略会議において、建替えを

決定しました。  

 今後は利用者の皆様をはじめ様々な方々

のご意見を伺いながら、長居障がい者スポー

ツセンターの建替えについて検討を進めて

いきます。 
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・

1 

項
目 

近年自然災害が多発していることから、災

害時に障がい者が速やかに安全な場所に避

難できるよう、予めその経路を調査し、実際

に当事者を含めた避難訓練を市内全域でお

こなうよう要望する。  

また、電動車いすや音声パソコン等、避難

所生活においてそれらを使用する障がい者

にとって電源の確保は必須のものとなって

います。大阪市において公用車の更新に当た

っては、電気自動車の導入を積極的に図ら

れ、災害時にはそれを避難所に配備すること

によって電源確保をするよう要望する。 

回
答 

【担当】 

危機管理室 危機管理課 

電話：０６‐６２０８‐７３８０ 

 本市としましては、障がい者や高齢者など

の要配慮者の方への避難対策として、地域の

自主防災組織による避難所開設運営訓練な

どの各種防災訓練時に、避難場所までの経路

の検証などを盛り込むとともに、実際に要配

慮者の方も参加する訓練を実施しておりま

す。 
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・
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項
目 

近年自然災害が多発していることから、災

害時に障がい者が速やかに安全な場所に避

難できるよう、予めその経路を調査し、実際

に当事者を含めた避難訓練を市内全域でお

こなうよう要望する。  

また、電動車いすや音声パソコン等、避難

所生活においてそれらを使用する障がい者

にとって電源の確保は必須のものとなって

います。大阪市において公用車の更新に当た

っては、電気自動車の導入を積極的に図ら

れ、災害時にはそれを避難所に配備すること

によって電源確保をするよう要望する。 

回
答 

【担当】 

 環境局 環境施策部 環境施策課  

  電話：０６‐６６３０‐３２１８ 

 本市では、令和３年３月に「大阪市次世代

自動車普及促進に関する取組方針」を策定

し、公用車の導入方針として、公用車を新た

に所有又は使用する際は、原則として次世代

自動車を導入するとともに、乗用車について

は、電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブ

リッド自動車（ＰＨＶ）・燃料電池自動車（Ｆ

ＣＶ）（以下「ＥＶ等」という。）を導入し、

使用状況等からＥＶ等を選択できない場合

でも、ハイブリッド自動車（ＨＶ）を導入す

ることとしております。  

 同方針の策定前においても、「大阪市公用

車エコカー導入指針」（平成１９年策定）及

び「大阪市エコカー普及促進に関する取組方

針」（平成３０年策定）に基づき、公用車へ

の電気自動車をはじめとするエコカーの導

入に取り組んでおり、令和２年度末時点での

公用車における電気自動車の保有台数は２

７台となっております。  

 電気自動車は、外部給電器を接続すること

で、搭載している蓄電池から電力を家電機器

等に供給することが可能となることから、今

後、外部給電器の確保及び非常用電源として

の活用について検討を進めてまいります。 
 
 
 
 
 
 


